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流山市地域防災計画事前協議（確認事項）意見【第１回】 

 大規模事故編 

章 節 頁 修正事項 № 

２ １ ３ →２ 予防計画 （１） 建築物不燃化の促進 ア 建築物の防火規制 

（ア） 

 「建築物が密集し、火災により多くの被害が生じるおそれのある地域

においては、防火地域及び準防火地域の指定を行い、耐火建築物又は防

火建築物の建築を促進する。」を「建築物が密集し、火災により多くの被

害が生じるおそれのある地域においては、防火地域及び準防火地域の指

定を行い、耐火建築物・準耐火建築物又は防火構造の建築を促進する。」

に修正。 

 ※ 県地域防災計画の記載にあわせたもの。 
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２ １ ４ →（４） 火災予防査察 

 「火災予防査察」を「火災に係る立入検査」に修正。 

 「■防査察の主眼点■」を「■立入検査の主眼点■」に修正。 

 「防火用水」を「消防用水」に修正 

 ※ 県地域防災計画の記載にあわせたもの。 
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２ １ ５ →（５）の前に次のとおり「住宅防火対策」についての記載を追記。 

 ※ 参考（県地域防災計画） 

住宅防火対策 

  県内の火災による死者（放火自殺者を除く）の約８割を占める住宅

火災の予防とその被害の低減を図るため、県は、千葉県住宅防火対策推

進協議会と連携し、住宅用防災機器の普及・促進や、住宅防火意識の普

及啓発等を行う。 

 特に、住宅火災による死者数の低減に有効な手段である住宅用火災警

報器が、県内全ての住宅に設置されるよう、普及促進に努めるとともに、

防炎製品の活用を推進する。 

 さらに、停電時における通電火災を防止するため、関係機関と連携し、

通電火災防止対策を推進する。 
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ア 住宅用防災機器等の展示 

イ 啓発用パンフレットの作成 

ウ 講演会の開催 

２ １ ５ →（６）大規模・高層建築物の防火対策 

 「大規模・高層建築物での火災は、その消火及び非難の困難性から一

般の建築物における火災よりも大きな被害が発生することが予想される

ので、一般の建築物に増した防火対策が必要となるとともに、大規模事

業所における自衛消防組織の設置及び防災管理者の選任等についても定

める必要がある。よって、消防本部は、大規模・高層建築物の管理権原

者又は関係者に対し」に修正。 

 「イ 防災センター要員に対する高度な教育の計画的な実施」を「イ 

自衛消防業務に従事する職員に対する指導」に修正。 
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２ １ ６ →（７）文化財の防火対策 ア 消防設備の設置・整備 

 「消火栓設備」を「屋内・外消火栓設備」に修正。 
241 

２ １ ７ →（７）避難計画 ア 

 「発災時には、市及び流山警察署等は、必要に応じて人命の安全を第

一に適切な避難誘導を行う。」を「発災時には、市及び流山警察署等は、

人命の安全を第一に必要に応じて適切な避難誘導を行う。」に修正。 

242 

２ ２ １０ →（４）林野等の整備 

 「森林所有者は、下刈、枝打、除伐等の励行を図り、消火活動に資す

る。」を「森林所有者は、下刈、枝打、除伐等の励行を図り、火災の起こ

りにくい森林の育成に資する。」に修正。 

243 

２ ３ １３ →イ 市 （イ）c.消防体制の強化 

 「消防本部は、各事業所ごとの火災防災計画を作成するとともに、隣

接市町村との相互応援協定の締結を推進する。」の「各事業所ごとの火災

防災計画を作成するとともに、」を追記。 

 ※ 県地域防災計画の記載にあわせたもの。 
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２ ３ １４ →（３）応急対策計画 （カ）交通対策 

 「道路管理者、流山警察署、海上保安庁は、交通の安全、緊急輸送の

確保のため」の「、海上保安庁」を追記。 

245 

２ ４ ２１ →◎情報伝達ルート（発生地点が流山市の場合） 

 

 

 ※ 県地域防災計画の記載にあわせたもの。 
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２ ４ ２１ →（２）応急対策 ウ 救出救護活動 （ア）実施機関 

 「当該航空運送事業者、市、県警察、千葉県、消防本部」の「、消防

本部」を追記。 

247 

２ ４ ２２ →キ 広報 （ア）実施機関 

 「空港事務所、当該航空運送事業者、市及び流山警察署等が実施する。」

を「国土交通省航空局（成田空港事務所含む。）、当該航空運送事業者、

市及び流山警察署等が実施する。」に修正。 

248 

２ ４ ２３ →ク 防疫及び清掃 

 「防疫については、遭難機が国際線である場合には、成田空港検疫所

等を密接な連携を図りつつ」を「防疫については、遭難機が国際線であ

る場合には、成田空港検疫所等と密接な連携を図りつつ」に修正。 

249 
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２ ５ ２４ →（１）各事業者による予防対策 

 「鉄軌道事業者は、鉄道事業法等により充足すべき構造基準が定めら

れており、車両や施設等に関連する輸送の安全確保については、当該基

準により整備、築造及び保全を行うものである。」を「鉄軌道事業者は、

鉄道事業法等により充足すべき技術基準が定められており、車両や施設

等に関連する輸送の安全確保については、当該基準により整備、改良及

び保全を行うものである。」に修正。 
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２ ５ ２５ 下記のとおり修正 

→（２）情報収集・伝達体制 関係連絡先 

関東運輸局担当課 防災無線電話 防災無線FAX NTT 電話 NTT FAX 

交 通 環 境 部 

総 務 課 
― ― 045－211－7269 045－212－2017 

注)鉄道軌道事業者の大規模事故災害時の連絡先は関東運輸局鉄道部安全指導課 

(NTT電話 045－211－7240)  

鉄軌道事業者 防災担当課 防災無線電話 防災無線FAX NTT 電話 NTT FAX 

東日本旅客鉄道㈱

千葉支社 
運輸部指令 640 640 043－225－9857 043－255－4886 

東武鉄道㈱ 運行管理所 642－721 642－722 048－760－0313 048－760－0318 

流鉄㈱ 技術部 ― ― 04－7158－0117 ― 

首都圏新都市鉄道

株式会社 

鉄道事業本部

・管理課 
― ― 03－3839－7352 03－3839－7368 

 ※ 県地域防災計画の記載にあわせたもの。 
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２ ５ ２６ →（７）避難計画 ア 

 「発災時には、市及び流山警察署等は、必要に応じて人命の安全を第

一に適切な避難誘導を行う。」を「発災時には、市及び流山警察署等は、

人命の安全を第一に必要に応じて適切な避難誘導を行う。」に修正。 
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２ ５ 27～ 

29 

下記について、県地域防災計画のとおり修正 

→（８）各事業者による応急・復旧対策 
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２ ６ ３３ →（２）応急対策計画 ア 

 「輸送事業者は、防除活動が適切に行われるよう、消防活動機関に対

し、流出危険物等の名称及び事故の際講ずべき措置を伝達するものとす

る。」の「活動」を追記。 
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